













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































イギリス 17.8 0 フランス 19.6 5.5
イタリア 20.0 10.0 ドイツ 17.0 6.0
オランダ 19.0 6.0 スペイン 16.0 7.0
スイス 7.6 2.5 ノルウエー 24.0 12.0
スエーデン 25.0 12.0 オーストラリア 10.0 0
メキシコ 15.0 0 アイルランド 21.0 0
ニューヨーク州 4.25 0 テキサス州 6.25 0
注１）2005年のデータ。アメリカの税率は州ごとに異なり、1〜3％の市町村消費税が
加算される。
注２）テキサス州は、基本的に所得税がない。
注３）文献番号51,52及び在米中の知人からの情報を基に作成。
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対に非課税とするべきである。民主党の興石幹事長は新聞で、「（食料品など
の税率を低くする）複数税率は恣意が入るから良くない」と述べているが、
弱者に配慮するのが真の政治ではないか。学校の元教師から政治家になった
人間とはとても考えられない、社会福祉のイロハすらも理解していない発言
である。諸外国が行っていることがどうして出来ないのか。低収入であえい
でいる人達の生活は、それ以上に負担が増えないように、国が税金で保障す
るのが近代国家のあるべき姿ではないだろうか。
６．おわりに
　本学「人権教育思想研究」への執筆にあたり、障害者の人権が国（厚労省）
によって如何に軽く扱われ、かつ翻弄されているかを、障害者の親及び障害
者福祉施設運営者の立場から記述した。このため、国の施策が頻繁かつ場当
たり的に変更されてきた経緯を正直に伝えるために、時として筆が走った所
があるかも知れない。国に翻弄されてきた者の怒りとしてご容赦願いたい。
　なお、近年は障害者の「害」の漢字は差別用語だとする考えから、政府、
大阪府の公文書のように「障がい者」と表記する場合がある。しかし、「障
害者自立支援法」などは、以前に制定された法律という意味では固有名詞で
あり、漢字で表記するのが妥当である。従って、本稿では鳩山元首相が設置
した「障がい者制度改革推進本部」など（５．１．）以外は、全て「障害者」
で統一したことをお断りしておく。
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